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おわりに
はじめに
わが国の消費者問題は当初，欠陥商品をめぐって社会問題となった。しかし
これは，一方では，わが国の工業の技術水準の高度化と品質管理の向上によ
り，他方では，消費者保護基本法（昭和43)など各種規制法の制定ならびに国民
生活センター（昭和45)・ 都道府県消費者センターなど行政機関の整備にともな
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って，社会的には鎮静化の傾向を辿った！）。 しかし，消費者被害としてこれと
交代するかのように，消費者金融（いわゆるサラリーマン金融）や販売信用（クレジ
ット）， さらには原野商法・金先物取引などいわゆる悪徳商法による被害が続
出するようになった。その典型例は，豊田商事事件である。会社設立から，僅
か 4年間に殆どが老人・主婦である約 3万人の顧客から2,000億とも2,200億円
とも称される金員を集め， しかも強引な商法のゆえに，マスコミにおいて非難
キャンペーンが続き，国会の委員会でしばしば取り上げられ，警察等も関心を
もつなかで営業を継続した。昭和60年に入ると全国各地で，被害者らが訴訟を
提起しつつ，店舗を仮差押えしたところ，どの店舗にも金地金の在庫のないこ
とが暴露された。そして，昭和60年 6月18日，最高責任者である永野一男が刺
殺される事態を招くに至ったので，被害者24名の代理人弁設士グループはこれ
以上被害を拡大することを防ぐために破産の申立てをし，同年 7月1日，大阪
地裁は破産を宣告した。結局，大金を集めて使い尽くし，財産を残さずに破産
するに至った大詐欺事件である2)。
1)もっとも，欠陥商品問題は最近になって， EC諸国における製造物責任立法にともな
って，わが国でも再ぴ法的論鏃が活発化するに至った。例えば，判例タイムズ673号
〔昭和63年〕の製造物責任特集とか，安田総合研究所編著『製造物責任＿国際化す
る企業の課題』〔平成元年〕有斐閣等がある。
2)豊田商法等に関する文献として，岸田雅雄「豊田商事商法の提起した法的諸問題」商
事法務研究1052号〔昭和60年〕 308頁， 北野弘久「豊田商事の破産と租税債権」商事
法務研究1053号〔昭和60年〕，長尾治助「豊田商事のペーパー商法」法学教室61号〔昭
和60年〕 154頁，大深忠延「豊田商事商法の法的検討」 NBL335号〔昭和6叩 30頁
（弁護士による法理の検討）， 西本祐司「豊田商法の被害者たち」法律時報57巻11号
〔昭和6切 92頁（ジャーナリストによる分析的報道）， 竹内昭夫・里田武臣• 松尾浩
也• 田中英夫・新堂幸司〔座談会〕「詐欺的取引と法律」ジュリスト844号〔昭和60
年〕 6頁，（里田経済企画庁消費者行政第一課長の報告を中心に豊田商事への法滴用の
可能性を検討），竹内昭夫「現物まがい取引の法規制」ジュリスト861号〔昭和61年〕
36頁，池本誠司「『現物まがい商法」の実態と規制のあり方」ジュリスト861号（昭和
61] 44頁，里田武臣「米国における現物まがい取引の規制」ジュリスト 861号〔昭和
釘〕 51頁，全国豊田商事被害者の会連絡会議・同弁護団連絡会謡編著『被害者の声と
歩みー一遭E田商事事件 1 年間の記録一~」〔昭和61年〕などがある。
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このような現物まがい商法（現物を預かって証券のみを交付するので，「ペーパー商
法」とも言われる）は，豊田商事以外の会社にも用いられた。金地金のみなら
ず，白金・バナジウム，観音竹，ゴルフ会員権，レジャー施設利用権，語学教
室利用権等さまざまなものがかかる商法の道具に用いられて被害を生じた。そ
こで，この商法による被害の再発を防止するため， 昭和61年5月には， 「特定
商品等の預託等取引契約に関する法律（昭和61・5・23法律62号〕」が制定さ
れ，不当な勧誘行為の禁止，業務停止命令，クーリングオフ，立入検査等が規
定された。規制対象が指定商法に限る点で包括的ではないが，多くの犠牲者の
うえに制定された法律であるから，適切な運用が期待される。
現物まがい商法も社会的には鎮静化して，マスコミに登場することも少なく
なったが，法的には，豊田商事事件については多くの訴訟が係属し，判決も現
れて検討の素材が豊富になった。本稿では，現時点での裁判状況を総合的に検
討することとしたい。
なお，本稿執筆に当たり，豊田商事常置代理人出水順弁護士と豊田商事国賠
弁護団事務局長三木俊博弁護士から各関係資料の提供を受けた。厚く謝意を表
する次第である。
第一 豊田商事をめぐる裁判の俯諏
一豊田商法
1 金地金（きん・じがね）の預託契約
豊田商事株式会社は，昭和56年4月22日，代表取締役を故永野一男とし資本
金1,000万円で「大阪豊田商事株式会社」という商号で設立登記され，同57年
9月27日に商号を「豊田商事株式会社」に変更し，昭和60年7月1日に大阪地
方裁判所で破産宣告を受けた。豊田商事の主力商品は，「純金ファミリー契約」
である。純金ファミリー契約とは，豊田商事独特のもので，客が購入する金地
金を豊田商事に預け（契約書上はこれを「賃貸借」と称していた）， 1年又は 5年後
に同種・ 同量の金地金もしくは満期時における同種・同量の金地金取引価格相
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当の金員を客に返還するとともに，その間の「賃借料」として購入価格の10彩
(1年契約の場合），または15彩(5年契約の場合）相当額を，初年度は契約締結時，
次年度以降は始期に支払うという内容である。そのセールスポイントは，顧客
としては金地金購入と「純金ファミリー契約」を併せて行うことにより，金地
金を時価より10彩ないし15彩安価に購入し得たうえ，その後も豊田商事の支払
う「賃借料」（客からみれば賃貸の対価）と満期時点での金価格の値上がり益（値
上がりした金地金または取引価格相当額の金員の返還）との両方を得ることができる
というものである。 しかし， 顧客が，金員の支払と引き換えに受け取るもの
は， ファミリー契約証券という一片の紙切れに過ぎないのである。 したがっ
て，顧客からみれば，「出資」か「預り金」というほかない。
豊田商事は，金地金のかかる預託商法が，行き詰まって社会的非難を受ける
ようになって，新たにレジャー会員権について，同様な商法を始めたが償顧客は，
レジャー 会員権を購入するが， 豊田商事に預けて会員権を運用してもらい， 「賃借料」と
「値上がり益」を取得するというもの）， これまた当然に破綻した。
2 豊田商法の本質的危険性
会社が，契約文言通り，賃借した金地金自体を保持して年15%という高率配
当を可能ならしめる利益を挙げるということは，少なくとも「金価格の年 3割
以上の恒常的騰貴」というありえない撓倖に賭けるのでなければ，できないこ
とである3)。結局は，金地金を購入せず，顧客から集めた「金員」自体を運用
し，満期時点における金地金の購入頃［客への引渡し）または取引価格相当の金
員を確保するほかない（この方法によると，現物の保持の場合とは逆に，金価格の低
落が会社に利益をもたらす）。しかも，設立者永野は，商品先物取引の資金集めの
ために，この商法を発案したのであるから，当然のことながら豊田商事は，顧
客から集めた金員を金地金の購入に当てることなどまったくなかった。そし
3)破産管財人によれば，豊田商事の経費率は極めて高く，年率60%以上の高利回りで運
用する必要があるとする（前記歩合報酬返還請求第一次訴訟の最終準備書面10丁表），
また，大阪地裁の破産決定理由によれば経費率は67.8彩に達する（理由2丁表）。
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て，金員の適切な運用も図らず，商品相場で多額の損失を招き，高額の役員報
酬及び従業員の歩合報酬，見込みのない投資など非生産的なものに消費し，損
益・資産状態は極度に悪く，新規契約による入金を既契約の賃借料に当てると
いう自転車操業に終始した。
しかし，豊田商事は，高額の給与と高率の歩合報酬（豊田商事関係では，固定給
を給与，歩合給を報酬という。以下同じ）により従業員を督励し，かかる取引の本
質を覆い隠した強引・執拗な勧誘によって，僅か4年間に2,000億円以上の金
員を集めたといわれる。破産による届出（届け出ない者も少なくないと思われる）か
らみても，総確定債権件数（ほぽ被害者数とみてよい）は， 2万8,924件，総確定
債権額1,154億6,443万7,583円に達した％
二 破産管財人による元役員・元従業員に対する報酬返還請求訴訟（総論）
豊田商事は，ーカ月分の給与・報酬を未払いのまま倒産した。社会常識から
いえば，未払い賃金が，まず清算されるべしということになる。しかも，被害
者の豊田商事に対する債権は，現物まがい契約の履行請求権であり，実態に即
していえば交付金返還請求権であり，ただの一般債権に過ぎないから，労働賃
金債権は民法上も被害者の債権に優先する（民法306条2号の先取特権）。しかし，
豊田商事事件ではまった＜逆の結果になっている。破産管財人は，従業員の賃
金債権への配当を保留したのみならず，受領した報酬まで返還請求（または相殺）
しているのである。すなわち，破産管財人は，被害者に還元する原資を少しで
も多く確保するために， 元役員の報酬と元従業員歩合報酬の受領を， 公序良
俗違反を理由として無効とし，その返還を請求する訴訟を提起した。もとも
と，破産管財人は現実に個々の元従業員から取り立てることもさることながら
（それは現実には容易ではない）， 従業員に支払われた報酬がいわゆる 「給与」で
ない， という司法判断が下ることによって， 「給与」だという前提で徴収され
4)豊田商事破産管財人の平成元年7月1日付『第13回調査報告書」第三，三， H最終配
当時の確定債権（本文20頁）。
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た所得税等を国から返還を受けることをも目的としていた。
管財人が昭和62年7月において被害者に戻し得る資産として確保した金額，
すなわち，総確定配当額は92億3,638万5,161円で，被害額の約8彩に過ぎな
い。その後，不動産の売却などで約12億円が回収されており，さらに，元役員
・元従業員に支払われた報酬が公序良俗に反し不当利得であるとする判決結果
（後記第1次判決と第2次のうち欠席判決分）により， 国税庁から還付される源泉徴
収分を加えると， 6月30日現在，約21億6,330万円が加算されることになり，
被害者への配当は（最終配当時で）， 2彩増えて約10彩にはなる5)ヽ。 なお，この
ように報酬が不当利得とされると，その分については所得税のみでなく，住民
税・社会保険料・労働保険料についても減額されるべきことになり，破産管財
人と所管当局との交渉が行われている。
三 被害者による元役員・元従業員に対する賠償請求訴訟（総論）
個々の被害者が，自分を勧誘した営業担当者並びにその上司を被告として，
不法行為責任を追及する訴訟は，全国的に多数提起されている。本来，消費者
が企業行為によって被害を受けたとき，企業自体に対して契約責任又は不法行
為責任を追及するのが普通である。勧誘した従業員は，会社の指揮・命令の下
に業務として勧誘したに過ぎず，行為の違法性や故意・過失は会社のそれに劣
るといわざるを得ない。また一般論として，賠償資力も通常は従業員個人より会
社がより大きい。したがって，被害者の訴訟の多くが，会社を主な対象とするこ
とは当然である（国・地方公共団体の責任が問われる訴訟においては，履行確保上の不
安がないので， 現実の加害者である公務員に対しては訴訟を起こすことは許されない）。
しかし，近時，豊田商事事件に限らず金先物取引など悪徳商法に関連して，
個々の元役員・元従業員を被告とする訴訟が増えており， しかもその殆どは責
任が認められている（注15)参照）。それは， 一方では豊田商事に典型的にみら
5) 豊田商事破産管財人・前掲注 4) 報告書•第一，二，本文 2 頁。
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れるように，責任追及時には既に会社自体が崩壊して賠償資力がないためでも
あるが，他方では， 企業の不法行為が， 「会社という組織が悪いのであって，
個々の労働者は非難できない」という通常の企業責任の論理が通用しないほ
ど，個々人の不法行為の集稼・複合体であるためでもある。元豊田商事従業員
が，再び別会社において，同種の詐欺商法を始めたという事実がマスコミで繰
り返し報道されて，社会的な非難を買ったということも，従業員に対する責任
追及を加速した6)。
個々の従業員は，会社の指揮・命令に従って勧誘している以上，悪徳商法を
是正することは不可能であり，かかる責任を免れるためには，現実には退社す
るか解雇されるほかあるまい。判決においても，会社を批判して解雇された
り，自ら退社した者のあったことが指摘されている。判決が，単に期待可能性
がないという理由で，従業員を免責しなかったことが評価されるべきである。
四 豊田商事元役員に対する刑事訴訟判決
大阪地裁は，平成元年3月29日，起訴された豊田商事幹部役員 5名全員につ
き，詐欺罪の成立を認めて，懲役13年~10年の実刑判決を言い渡した。この種の
犯罪としては，極めて重い。
本判決によれば，おそくとも昭和59年11月ころ，すなわち未償還債務額が
1,000億円に達し営業社員の歩合給を引き下げた時点では， 「未必の故意」，す
6)注1)に掲記した竹内ほか「座談会」 19頁で里田経済企画庁課長は， 10以上の会社が
豊田商事の元従業員によって現物まがい商法が行われているという。なお，横浜地判
昭63・12・23判例時報 1313号141頁は，豊田商事の元横浜支店長が元従業員約40名を
引き連れて設立し，同じく金のペーパー商法を行った事案である。判決は詐欺商法と
きめつけて，代表取締役と営業社員の不法行為責任を認容した。
7)神山敏雄「豊田商事刑事判決の意義と問題点」法律時報61巻7号〔平成元年〕 82頁，
藤田裕一• 松葉知幸・三木俊博「豊田商事刑事判決への歩み」同誌87頁， 大深忠延
「豊田商事と刑事事件」（豊田商事事件）全国弁護団ニュース 1号〔昭和63〕認頁，
2号11頁， 4号12頁。筆者が入手したのは裁判所の作成した「判決要旨」のみであっ
て，判決全文は今のところ未登載である。
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なわち，経営が行き詰まり「約定どおりの償還や賃借料の支払いが不可能にな
るかも知れないが，それもやむを得ないという意思」を持ち，さらに，昭和60
年4月下旬ころは，警察の手入れを察知して財務関係書類を廃棄し，給料も遅
配するなどしており，「本件詐欺について確定的故意を有していた」とする。
この判決は，豊田商事の悪質振りを良く示しているので紹介しておく。判決理由の構造
は，客観的な「経営破綻の要因と償還困難性」の分析と，被告人の「行為の反社会性」の
二つから成り立っている。両者の論理的関係は明らかではないが， 前者（経営の破綻状
態）は後者（本件行為の反社会性）の前提になっているのであろう。判決の「要旨」（マ
スコミ用に裁判所が作成したもの）でさえ，その叙述は本稿の構成上，長すぎるので，事
実を再整理しておく。
日経営状態の破綻
①設立当初から自己資本がないのみか， 9日商事の20億円の債務を引き継いでいる。③顧
客に支払うべき賃借料名義の利息は， 5年もので計75彩という高率になる。③導入金を商
品相場に投入したが，極めて博打的で，到底運用の名に値せず，多額の損失を招くのみで
あった。④役員に対して，月額約500~600万円という多額の報酬を，営業社員に対し高額
の給料・歩合給を支払い，各種賞金・商品の交付をした。⑥60という多数の地方店舗（し
かも高級ビル内，豪華な内装）を増設したが，人件費が増大して導入金はそれほど増えな
い。⑥多数のペーパー会社を含む 100社に上る関連会社を設立・買収したが，場当たり的
で，殆どの関連会社が赤字であって，将来好転する見込みもなかった。⑦昭和56年ころか
ら顧客の苦情が相次ぎ（豊田商事設立・ファミリー契約の発売が昭和56年4月であるか
ら，この判決の認定によれば， 発売直後から苦情が相次いだことになる）， 弁護士らの公
開質問状の提出，民事訴訟，刑事告訴などがなされ， 58年夏ころからマスコミも激しく批
判報道をし，国会の委員会でもしばしば取り上げられて社会問題化した。これらは営業に
とってマイナス要素となる。⑧ファミリー商法に対する社会的批判を回避するため，マル
チまがい商法のベルギーダイヤモンド商法，ゴルフ・レジャー会員権商法への転換を図っ
たが，ベルギーダイヤモンドはネズミ講形式であるし，会員権商法は結局ファミリー商法
の焼き直しで，到底長続きするものではない。
かくて，総括として，「豊田商事は，設立当初から終始赤字を計上し続け， 毎期の損失
額は，第一期（昭和五七年三月期）が約三五億円，第二期（昭和五八年三月期）が約ー五
八億円，第三期（昭和五九年三月期）が約一八四億円，第四期（昭和六0年三月期）が約
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三二七億円，第五期（昭和六0年七月期）が約一四二億円で，その合計は約八四六億円に
達し」，第三期ころから赤字の累積は著しく， ファミリー契約の約定通りの償還は不可能
な状態にあった，という。
口行為の反社会性
①出資法の預り金禁止規定の脱法行為であった（「出資の受入れ， 預り金及び金利等の
取締りに関する法律」 2条1項は「業として預り金をするにつき他の法律に特別の規定あ
る者を除く外，何人も業として預り金をしてはならない」と定め，これに違反すると 3年
以下の懲役若しくは 300万円以下の罰金，又はこれに併科。また， 8条1項2号は，脱法
行為につき同じ罰）。②顧客として，主として一人暮らしをする老人や家庭の主婦に狙い
を定めた（女性と60歳以上の男性が約88形に達する）。 ③セールストークとして，純金は
現金と同じで，無税・値上がりが大という虚偽・不正確な三大利点を強調した。ファミリ
ー契約を，安全・確実・有利をうたい文句として勧誘した。④店舗の豪華な内装，パンフ
・ビデオなどで多数の関連会社を誇示し，優良・堅実な大会社を装って，膨大な赤字会社
である実態を偽った。⑥会社の実態を秘匿し，社内事情を漏洩した社員は即刻解雇する旨
の通達をした。粉飾決算をして，民間信用調査機関に配付した。⑥セールス方法を研修
し，「五時間粘れ」，「契約するまで帰るな」とか，「キャッチボールと称する煽りトークを
用いる等して，客の正常な判断力を失わせたり，金融機関へ同行して預金の解約や借入れ
等を代行し，増契約を勧めて全財産を洗いざらい収奪するなど，社会的に許容される範囲
を逸脱したまことに巧妙，執拗かつ強引なものであった」とする。
このようにして，この判決は結論として， 「豊田商事グループは， 自己資金
もなく，巧妙な方法で一般大衆から金銭を集め，それを正しく運用することも
なく，まず商品相場に投入し，ファミリー商法に対する社会的批判が高まるに
したがい，多額の導入金を費やし，収益性のない多数の関連会社を設立，買収
して運用を装い，さらにファミリー商法と同一手法のゴルフ等会員権商法で大
衆から金銭を集める等正常な経営常識では到底考えられない常軌を逸した所業
を重ねて来たものであって，豊田商事の営業は，到底実業とはいえず，まさに
『虚業」そのものであり，経営的にも社会的にも長続きするものではなく，早
晩行き詰まることは必至の状態であった」とした。
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五 国の規制権限不行使の責任を追及する訴訟（第一審係属中）
1 自由主義経済と規制権限不行使の国の責任
公害問題にせよ欠陥商品問題にせよ，その抑止対策と利潤追求とはしばしば
背反関係に立つために，企業を自由放任しておくと，利潤追及を優先させるた
めに，被害者側に自衛する能力がないことがあいまっ｀て，殆ど必然的に社会的
被害が発生するに至ることはもはや常識である。したがって，住民・消費者を
保護するために（憲法的に言えば，国民の健康で文化的な生活を保障するために）， 行
政が企業に対して規制を力刃けることが期待されるのである。
薬害に関し，スモン事件において9地裁判決のすべてが国の製造承認時の副
作用審査義務，追跡調査義務，製造許可の取消，販売停止・回収命令義務など
を肯定した（たとえば，東京地判昭53• 8• 3判例時報899号48頁ほか）。同じく医薬品
．でも，クロロキン薬害についての国の責任は，地裁判決で認められたが，高裁
で否定された（東京高判昭63·3•·11 判例時報 1171号 3 頁）。食品では，カネミ油症
事件では地裁・高裁併せて7つの判決を生んだが，国の規制権限不行使の責任
が問題となった5判決の内， 2判決がこれを肯定した（肯定例として，福岡高判
昭59・3・16判例時報1109号24頁，否定例として， 福岡高判昭61・5・15判例時報1191号
28頁）。 公害では，熊本水俣病国賠訴訟第一審判決が，国の規制権限不行使の責
任を肯定した（熊本地判昭62・3・30判例時報1235号3頁）。結論はこのように区々
に分かれているが，これだけ多くの訴訟があるということ自体，国民の側にお
いて，被害発生原因と被害救済を現象面でのみ捉えて，既に被害を発生させてし
まった破綻企業とその従業員の責任追及に終始することなく，被害を根本的に
回復し，今後の発生を抑止するためには，行政の適正な規制権限の行使を求める
ほかないという認識に立って，国による救済とともにかかる訴訟が将来の被害
の抑止力としての効果を発揮することが期待されているのである。
2 豊田商事事件と国の責任
豊田商事事件において，国に対して規制権限不行使を理由とする国家賠償訴
訟が提起されるに至った趣旨も，上述とまったく同様である。原告らは，豊田
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商事と昭和59年4月以降に「純金ファミリー契約」．を締結した全国20地区の被
害者951名であり，これらは昭和63年4月23日，＇大阪地裁に 16億7,446万円の国
家賠償を求めて提訴した8)。
被害者の主張は，国は，国民の生命·健康・自由•財産が重大な危険に曝さ
れているときは，憲法及び消費者保護基本法に基づき危害の防止と安全確保の
責務を負っており，各種法規に規定されている規制権限を活用し，危害を防止し
なければならず，国は，この規制権限行使（行政指導も含む）の作為義務を憬怠した
ことにより，国家賠償法 1条に基づき賠償を支払えというものである。被害者は
賠償請求額として，全財産的被害の 3割に相当する金額を国に請求している9)0 
規制権限不行使の責任を問うためには，規制権限と，その行使の国民に対す
る義務性が必要であるが，原告らは以下のような諸根拠を挙げている（以下では
すべてを網羅していない）。
①大蔵省は，出資法2条1項と 8条1項2号における預り金業の原則的禁止
に基づく権限があった。R通産省資源エネルギー庁は，金の流通・ 消費に関す・
る情報を収集する権限を有し，金の流通・消費の改善に関し必要に応じて行政＇
指導を行える。通産省消費経済課は，訪問販売法（昭和63年改正前は業務停止や立
入調査の規定は存在しなかった）による行政指導が可能であった。⑧警察庁刑事局
保安部は消費者被害に関する犯罪の予防・摘発の権限を有する。④法務省は商
法58条による会社の解散命令をなしうる。⑥公正取引委員会は，独占禁止法20
条による措置が可能である。原告らは以上を根拠としている。
消費者保護を図るためには，これら各省庁の緊密な有機的一体性をもって，
実施されるぺきであった，とする。このように多くの省庁が列挙され；適用条
文もまた多岐にわたると，印象が散漫になりやすいが，しかし現実に，縦割り
行政のもとでは，複合的集積的過失が甚大な被害をもたらすのである。このこ
8)この訴訟については，全国豊田商事被害者弁護団連絡会議発行の「全国弁護団ニュー
ス」が最新の情報を提供する。
9)豊田商事国家賠償請求事件「訴状」 57頁。
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とは，すでにカネミ油症事件第三次訴訟第一審判決が示すところである10)。
これら多岐にわたる根拠条文のなかでも，最も明確なのは，出資法2条違反
である。上述した刑事判決も，出資法の脱法行為と決めつけ，次述する民事判
決においても， 2判決は出資法違反を明示する。このような判断は当然であっ
て疑問の余地はない。豊田商事の悪質な商法については，繰り返し報道され，
国会の委員会で質疑がなされているのに，どの省庁も動かなかったということ
は，企業の経済的自由と消費者の人権的被害との価値観に関する基本的考え方
が誤っていたというほかない。
また，スモン事件判決や前述熊本水俣病国賠訴訟第一審判決で明示された行
政指導による抑止の憬怠責任がここでも，問われるべきであろう。
第二 破産管財人による役員報酬と従業員歩合給返還請求訴訟
（各論） ． 
国税庁が豊田商事グループから源泉徴収した所得税は約60億円に達し，極め
て大きい原資になるので，破産管財人としては鋭意折衝したが，国の認めると
ころとならなかった。もし，訴訟においてこれらの報酬が，いわゆる「給与」
でないと判断されるならば，国税庁においても所得税を徴収する根拠を失い，
破産財団に返還しなければならないので，破産管財人は，豊田商事グループの
元役員it)• 元従業員が受領した報酬は，「公序良俗違反」で無効（民法90条）であ
るから返還せよという訴訟を提起したのである。
10)福岡地小倉支判昭60・2・13判例時報 1144号 18頁，これに先立つ拙稿・判例研究・法
律時報55巻6号156頁参照。
11)、豊田商事グループの役員という場合，豊田商事と銀河計画の役員を指す。豊田商事
は，顧客に対する粉飾も兼ねて，多数の関連会社を設立し，．ペーパー会社を含め 100
社に達するともいわれるが，その中核になったのは，銀河計画株式会社である。これ
は，昭和59年4月14日に設立されたが，以後豊田商事グループ全体の金融財務部門と
して，豊田商事や関連会社から資金を吸い上げ，これを同グループ各社へ分配した。
グループ全体の人事・資産管理・必要経費の資金の準備等すべて銀河計画が行ってい
た。この銀河計画設立後，豊田商事グループは純金ファミリー証券から，このような
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これは，第一次訴訟と第二次訴訟に分かれる。第一次訴訟は，部長・係長ク
ラスの元営業担当者20名を被告としたが，第二次訴訟は，元役員20名を含む
425名を被告としている。そして，第一次訴訟については全員につき，そして
第二次訴訟については，そのうち 260名についてすでに判決の言渡しがあり，
管財人が勝訴した。第二次訴訟の残りの68名の被告については 9月14日に判決
の言渡しがなされ，結局， 第二次訴訟では， 71億3,000万円の返還請求が認容
された。
H 第一次訴訟は阪地判昭62• 4・. 30判例時報1246号36頁）
豊田商事の破産管財人から，豊田商事・銀河計画の元営業担当者20名に対し
て，これらの者が破産直前の 5カ月間（昭和59年12月より60年4月まで）に受領し
た約 4億 7,000万円の歩合報酬につき，不当利得を理由に返還を求めたもので
ある。判決は，これを全額認容した。 1人当たり約 1,800万円から 5,700万円
までの返還が命じられている。国税庁は，判決の出た20人分の源泉徴収した所
得税5,200万円を破産管財人に還付した。
判決は，極めて長文であり，豊田商法を詳細に暴露しているが，その論理を要約すると
以下のようになる。法理論的に重要なのは，①民法90条による無効判断は秩序維持・社会
倫理からなされるのであるから， 当事者の違法性の認識は不要であるが， 「本件商法の違
法性を基礎づける事実の主要な部分」の認識は必要であるとの点と，R破産管財人は「汚
「返還」義務のない「売り切り」のゴルフクラプ会員権及びその賃借商法，ならび
に， レジャー会員権商法やその賃借商法に重点を移そうとした（豊田商事破産管財人
• 昭和60年9月24日付第一回報告書5頁， 12頁等参照）。 これをめぐる裁判も現れ，
名古屋地裁昭和61年12月24日判決（判例タイムズ650号213頁）は，豊田商事グル-プ
の鹿島商事の「豊田ゴルフクラプオーナーズ契約」（豊田ゴルフクラブ会員権の賃借）
について，会社と取締役ならびに勧誘した従業員の三者の不法行為責任を認容した
（慰謝料請求は棄却）。また，横浜地裁昭和62年12月251'1判決（判例時報1279号46頁）
は，豊田商事グループに属する大洋商事株式会社（昭和60年2月設立）は，同じ＜子
会社の豊田マリーンクラブのマリーン会員権の販売ならびにその会員権の預託契約商
法を違法として，その代表取締役と支店次長の不法行為責任を認容した。 5万円~50
万円の慰謝料も認められている（約1,300万円の財産的損害につき50万円）。
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れた手」ではないから，返還請求につき民法708条の不法原因給付法理による制約を受け
ないという点である12)0 
(1) 純金ファミリー契約商法の違法性
(i)豊田商事の純金ファミリー契約は，形式上は金地金の購入と賃貸借になっている
が「売買契約に基づく金地金の引渡請求権をもって消費寄託の目的とした準消費寄託」
である。
(ii)豊田商事の損益及ぴ資産状態は極度に劣悪で，返還時期における金地金の引渡し
が当初から不確実で，昭和58年4月から59年3月31日の間には不可能になっていたの
に，営業担当者をして勧誘を継続させた。返還の意思も能力も疑われる。
(ii)金地金の現物取引の安全，確実性を強調し，かつ純金ファミリー契約が金地金の
現物取引を前提するかのように仮装した。
(iv)豊田商事が指導，教育してきたセールス手法は，老人・主婦のような金取引の不
適格者を殊更対象にして，客観的には虚偽の内容による勧誘文言を駆使して，客の自由
な意思に誘惑的，あるいは強要的な不相当，不当な手段で影響を与えたうえ，資金を徹
底的に拠出させた。
(2) 本件歩合報酬契約の公序良俗違反性
(i)本件歩合報酬契約は，極めて違法性の強い本件商法を推進することに対して対価
を支払う旨の契約であり，その推進にとって必要不可欠なものであり，原動力になって
いたうえ，客からの受入金を食い潰すという実質を有していた。
(ii)少なくとも，自らが加担している本件商法が国や社会全体から批判されているこ
との認識を有し，かつ会社の行く末や本件商法に対して，不安，疑問を有していたこと
も十分推認し得る。右程度の主観的認識がある以上，他に特段の事情の反証もないか
ら，本件商法の違法性を基礎付ける事実の主要な部分を認識していたものと認められ，
金地金の返還が全体的に不可能となった昭和59年夏ころから，本件歩合報酬契約は公序
良俗違反により，無効になった。
(3) 民法708条との関係
公序良俗違反の本件歩合報酬の支給は不法原因給付であるから，豊田商事（破産会社）
は，返還請求ができないとしても，原告破産管財人が被告らに対して返還を求めること
12)山田幸二「不法原因給付」星野英一編『民法講座6』〔昭和60年〕 69頁は， 近時にお
ける詳細な研究。 129頁では，破産管財人について触れる。
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は，本件商法による被害者である破産債権者の損害の一部を回復する結果にこそなれ，民
法708条の立法趣旨に照らし許容し得ないとする事情は全くない。破産債権者からすると
き，自己の出資金を取り戻すものであって，いかなる意味においても汚れた金銭を手にす
ることにはならない。
口第二次訴訟
第一次訴訟において，本件歩合報酬が公序良俗違反で無効とされたが，国税．
庁が豊田商事グループから源泉徴収した所得税60億円のうち，判決のあった20
名分の所得税しか還付しなかったため，管財人は，役員報酬を得ていた元役員
32名（一部は銀河計画の役員を兼ねるから，実体は25名であり，また，第一次訴訟の被告
も昭和59年11月以前につき本件被告とされている）と月額約100万円以上の歩合報酬
を得ていた元従業員395名，計427名（取下げ2件で確定被告数425名）を被告と
して，昭和59年 7月より昭和60年4月までに支払われた額から源泉徴収分を差
し引いた額，総計約71億7,400万円の不当利得返還請求訴訟を提起した。
大阪地裁は，平成元年3月17日，被告らのうち欠席・公示送達等，争わない
262名の被告について判決を言い渡し，総額約45億3,800万円の返還を命じた。
この分について，源泉徴収済所得税約 8億1,400万円（加算金を含む）が管財人
に還付されることになる。さらに，その余の95名について 7月20日に請求認容
判決があり， この関係の所得税は 2億1,000万円 0Jl算金含まず），残る68名に
ついては 9月14日に判決言渡しがなされ，所得税は 1億2,000万円である。元
役員，従業員に対する公序良俗違反訴訟により，結局，約12億円の返還財源を
得ることになる13)。
第三 個々の被害者による元役員・元従業員に対する賠償請求
訴訟（各論）
既述（第一，三）のように，会社自体が崩壊して，わずか8彩ないし10彩しか
13)豊田商事破産管財人事務所調べ（平成元年8月8日付）
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配当が受けられないという状況において，豊田商事事件の被害者らは，少しで
も多く原資を回復するために，しかも，自分から多額の財産を収奪した者に対
する制裁という意味もあって，全国各地において元役員・元従業員に対する訴
訟を提起している。公表された以下に引用する判決だけでも， 15を数える。以
下では，これを横断的に分析を加えることとする14)。
ー使用者責任追及の実効性の欠如
悪徳商法事件で，勧誘行為の違法性を根拠として，顧客が不法行為責任を追
及する訴訟は少なくない。特に先物取引では顕著である。私設市場における金
地金の先物取引，あるいは公の市場における綿糸・精糖・大豆・乾繭などの先
物取引など，広い範囲にわたって訴訟が多発しているが，これらの不法行為訴
訟は， 従業員による商品取引所法94条（利益が確実だという断定的判断の提供，損
失負担•利益保証などの禁止）違反の勧誘行為の違法性を基礎に据えてはいるが，
被害者の提訴の狙いは，業者，すなわちかかる従業員を雇傭している会社の使
用者責任（民法715条）を問うものである15)。 ここでも，最近では，役員や従業
14)國井和郎「詐欺的商法の不法行為処理と理論構成」判例タイムズ667号〔昭和6釘 57
頁以下は，豊田商事に関する 5判決を分析される。 とくに不法行為理論につき， 「右
の裁判例は概ね，要件論に関する説示が簡単である。これは事案の性格上，いわゆる
主観的共同を認定しやすい事情に由来するのかも知れないが，共同不法行為に関する
今日的議論に反省材料を提供している，ともいえそうである。いずれにしても，各被告
に全損害の賠償責任を負わすため，つまり因果関係を擬制するために，共同不法行為が
活用されているわけで，この点も理論的に興味深い問題というよう」とされる(64頁）。
15)商品取引所法94条1項1号違反の不当勧誘による受託契約につき， 最高裁は， 「右契
約が商品取引に経験のある顧客の自由な判断ないし意思決定のもとに行われたとき
は，なんら公序良俗に反するところはなく，契約の効力に影響がないものというべき
である」としている（最判昭49・7・19判例時報755号58頁）。したがって，事案によ
っては，公序良俗違反で無効とすることも可能であり（商品取引所法8条違反・顧客
も無知の事案において，大津地判昭56• 10・30判例時報1046号110頁），また，約款
理論からそもそも委託契約が成立していないとすることもできるが（委託証拠金準則
違反事案につき，東京高判昭58·5•18判例時報 1081号 135頁），多くは不法行為責任
によって，顧客の救済を図っている。・先物取引の不法行為に関する判決は枚挙に暇が
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ないが，近時の若干例を整理すると，以下のようになる。
(a) 責任認容例，
(i) 私設市場での金地金の先物取引 会社自体の不法行為としたうえ，単に個
々の取引に直接関与した一部役員と従業員の行為というにとどまらず，同社役員はこ
れを容認加担していたとして，会社・役員・外務員の共同不法行為を認めたもの（大
阪地判昭59•4•24判例時報 1135号133頁，類似事件として，大阪地判昭 60·2·22判
例時報1163号89頁，民法上の不法行為責任のほか，商法266条の3及び280条も引用し
ているものとして，佐賀地判昭61・7・18判例時報1222号114頁），会社の使用者責任
を認めたもの（福岡地判昭58·4·26判例時報 1088号137 頁，大阪地判昭59•6·22判
例時報1140号95頁），会社の使用者責任及び代表取締役の勧誘の直接責任（代理監督
者責任は否定），そして支店長の代理監督者責任を認めたもの（札幌地判昭59・5・24
判例時報1137号135頁），香港市場の先物取引につき，会社の使用者責任と代表取締役
の「職務上， 立場上の共同加功者」としての責任を認めたもの（大阪地判昭59• 1・
30判例時報1121号62頁）。
(ii) 海外金融先物取引 勧誘が違法であるのみならず解約の翻意と契約の履行
を求めた行為につき違法性を認め，従業員の共同不法行為と会社の使用者責任を認め
たもの（大阪地判昭62• 8• 7判例時報1254号95頁）。
(ii) 公の市場における先物取引 綿糸等の先物取引につき会社の使用者責任を
認めたもの（静岡地判昭61・1・27判例時報1187号 103頁），精糖につき会社の使用者
責任を認めたもの（長崎地判昭61・3・17判例時報1202号 119頁），輸入大豆の先物取
引につき会社の使用者責任を認めたもの（秋田地判昭61・9・24判例時報1216号119頁，
横浜地判昭62• 12・18判例時報1284号118頁），小豆の先物取引につき会社の使用者資
任を認めたもの（名古屋高判昭61 ・ 10• 31判例時報1240号73頁）， 商品は不明である
が，会社の使用者責任を認めたもの（大阪高判昭62・2・6判例タイムズ650号239頁，
契約自体は有効とし，過失相殺の対象となる損害額は入出金額の残額であるとして，
その 5割を過失相殺），なお，「海外商品市場における先物取引の受託等に関する法
律」 8条は，顧客が業者の勧誘に安易に乗ぜられることのないよう契約締結日から14
日を経過しなければ，業者に売買指示をすることを禁止しているが，この禁止規定に
違反した売買によって顧客に利益が生．じても顧客は業者に請求できないという判決が
ある（浦和地判昭63・6.29判例時報1306号89頁）。立法趣旨からみて，業者のかかる
抗弁は信義則違反と見るべきではないか。
(b) 業者の責任を否定した例
乾繭の先物取引につき勧誘に違法性がなかったとして，会社からの顧客に対する帳
尻差損金の請求を認容したもの（神戸地判昭62·4•30判例クイムズ661号210頁），原
告に知識・経験・ 相場観があり，輸入大豆の勧誘方法に違法性がないとして否定した
もの（横浜地判昭62•9•22判例クイムズ671号18~頁），大豆先物取引につき，業者の勧
誘員は56歳の小学校教頭に対し，素人顧客が結局は損をしている，知識・経験のないも
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員の責任をも問う訴訟が多くなっているが，少なくとも会社を被告に加えない
訴訟は殆どない。しかし，豊田商事は資力がなく，しかも，昭和60年 7月1日
には破産宣告を受け，もはや個々の債権者の撰手力の及ぶところではなくなっ
ている 16)0 
二純金ファミリー契約の効力の不問
金先物取引・商品先物取引では， 商品先物取引所法違反（例えば同法8条は商
品取引所類似施設の開設を禁止し，また，勧誘につき同法94条は前述のように利益誘導・
保証を禁止する）の契約の効力の有効性がしばしば議論になる。最高裁判決は，
禁止規定違反というだけで私法上無効とはなしえないが，個々の勧誘行為の総
合的判断によって，無効となしうるとしている。すなわち最高裁は一方で，商
品取引所法94条 1項 1号違反の不当勧誘による受託契約につき， 「右契約が商
品取引に経験のある顧客の自由な判断ないし意思決定のもとに行われたとき
は，なんら公序良俗に反するところはなく，契約の効力に影響がないものとい
うべきである」としているが（最判昭49・7・19判例時報755号58頁），他方，非公認
市場における金地金の先物取引の委託契約が，商品取引に知識のない主婦に 3
時間にも及ぶ勧誘を続け，その間，取引が投機性を有し，損失を被ることのあ
ることなどを説明せず，かえって安全・有利な取引であることを強調したなど
の事実関係の下で締結された場合には，公序良俗違反で無効とした（最判昭61・
5・29判例タイムズ606号46頁）。かかる契約が無効であるとすれば， 顧客は業者
に対して不法行為による損害賠償の請求ができるが，有効を前提として損害賠
償を根拠づける場合には，契約的処理として安全配慮義務違反というべきであ
る。もっとも，実務上はやはり単純な不法行為が成立すると考えている。これ
のは参加しないほうがよいなどの助言まではしなくても，信義則（不法行為事件）に反
しないとするもの（東京地判昭62・2・20金融・商事判例788号26頁）などがある。なお．
脱稿後，『特集・先物取引法の展開と課題」判例タイムズ701号〔平成元年〕）が出た。
16)①秋田地裁本荘支部昭和60年6月27日判決のみが，破産宜告（同年7月1日）前であ
り．豊田商事自体の不法行為資任も認められている。
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は，実務は請求権競合説をとるうえに，感覚として，契約責任より不法行為責
任のほうが悪質さの程度がより重いと見るために，競合する場合はむしろ不法
行為責任を第一次的主張に位置づけるからでもある17)。
豊田商事事件では，会社自体が崩壊しており，契約の有効性はまった＜問題
になっていない。事実，豊田商法の実態をみれば，前掲最高裁判決の準則によ
っても，純金ファミリー契約が公序良俗に違反し無効と判断されるべきことは
明らかである。
三元役員・元従業員の責任構造
諸判決に共通している点は，前述（第一，四）の刑事事件判決が示している
ように，まず，豊田商法自体の違法性を論じ，次いで被告各自の行為を論じ
るという論理構成になっている（以下に引用する判決の日時については本稿末尾参
照）。
1 豊田商法の違法性
これはさらに二つの柱からなる。勧誘の違法性の内容は，被告各自の行為の
違法性と重なる部分がある。
(1) 客観的経営の破綻性 約旨に反して金地金をまったく保有せず，一般
大衆から導入した資金を健全に運用もせず，見込みのない先物取引に投入し，
極めて高い報酬・歩合給その他虚飾の経費に消費し，無意味な関連会社を設立
し不健全な投資を行うなど， 当初から経営として成り立ちえない「虚業」 （前
掲刑事判決）に終始した。
(2) セールス手法の違法性 経営の実態を隠蔽し，大衆の金に対する信頼
を利用し，あたかも安全・有利であるかのように偽った（断定的利益誘導）。商法
を推進するために，従業員に詐欺的セールストークを徹底して研修させ，かつ
欺岡しやすい老人・主婦を商法の対象とせしめた。セールス手法自体が社会的
17)実務における不法行為優先的発想は一般に言われていることであるが，例えば，後藤
・次掲注18)論文37頁とか拙著『失火責任の法理と判例』〔平成元年〕有斐閣62頁。
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相当性を逸脱した違法なものである（⑦京都地裁判決が手法について詳しい）。
2 被告各自の行為の違法性
(1) セールス手法の違法性 執拗かつ長時間の勧誘（①秋田地本荘支部判決で
は11時間に及ぶ，⑥名古屋地裁判決では午前9時から夕方まで），顧客資金の徹底的収
奪・預金通帳や保険証書などの取上げ現金化など，上述(2)の社会的不相当なセ
ールス手法を用いた。
(2) 詐欺的商法の認識 勧誘につき強引・執拗のゆえに違法と判断される
者については，かかる行為の違法性についての認識可能性で足り（それは容易に
認められる），契約内容が詐欺的であることの認識・認識可能性は必要ではな
い。しかし，行為の違法性がこのように勧誘方法の不当・ 違法に止まるとき
は，被害者に慰謝料をもたらすだけであって，交付金の全額を損害として賠償
させることはできない。ここでは，従業員に自分が勧誘している商法が詐欺的
であることの認識可能性がなければ責任は成立しない。前掲刑事判決は，豊田
商事元役員らにつき，昭和59年11月ころに未必の故意になった， 60年4月下旬
には確定的故意になったと判断した（前述第二，四）。民事訴訟においては， 昭
和58年頃の契約についても，その不法行為責任が追及されている。⑥名古屋地
裁判決は，昭和 8年3月21日の契約につき，取締役の責任を肯定したが，同年
1月に入社した従業員については，商法の詐欺性を認識できなかったとして免
責させた。⑦京都地裁判決は，昭和58年4月30日締結の契約についても不法行
為と認定しているが，これ以前には，マスコミにおいて昭和56年末頃から現物
まがい商法として問題にされはじめ，昭和57年9月頃から昭和58年 1月頃にか
けて商品取引所において大掛かりな仕手戦が演じられたことが新聞紙上で報道
されたという事実しかない。 58年中頃からは，解約を巡り紛争が頻発し，賠償
請求訴訟が提起され，マスコミのキャンペーンも開始され，国会でも取り上げ
られることになるから，従業員において，豊田商法について疑問視すべきは当
然であるが，それ以前の段階において，・「通常の注意を払えば，容易に右のこと
（商法の破綻）を認識し得た」といえるか疑問である。同様に，⑧金沢地裁判決
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も，昭和58年4月8日締結の契約につき不法行為責任を認めているが，この判
決による当時の認識材料は，マスコミが昭和56年9月に既に豊田商事の商法を
取り上げ，その後も断続的に報道やキャンペーンを繰り返したという⑦判決と
同様の事実に，従業員が著しく高額の給与・歩合給を受けていたことも付加し
て認識材料を補強して，いずれ破綻することを認識し得たとする。さらに，⑪
秋田地裁判決に至っては，昭和57年締結分も元従業員の責任を認めている。こ
の判決については具体的内容が判らないのでコメントし難いが，従業員にとっ
ては，いよいよ厳しい判断といえよう。当該従業員の勧誘の態様とか，昭和58
年後半以後の勧誘の継続をも総合的に判断するのでなければ，昭和57年とか58
年前半の責任認容は酷であろう。
⑬神戸地裁姫路支部判決は，従業員の調査・資料収集義務を明示している。
すなわち，「被告が，甍田商事の本件取引方法が新聞に記載され批判の対象に
なっていることを知った後，その報道内容の真偽について，単に上司に確かめ
一応の説明を受け心配ないといわれただけでは不十分であり，自らも相当の期
間内に問題の記事の真偽をはじめ豊田商事の本件取引方法が顧客に対して損害
を与えるものでないか否かについて調査を尽くし，通常人であればそのような
記事が何ら根拠のないものであると信じるだけの資料を収集すべき義務があっ
たというべきである」とする。何時の時点で義務違反を問うのか不明である
が，過失理論はその通りである。スモン訴訟広島地裁昭和54年2月22日判決
（判例時報920号35頁）は，「単なる疑念」もそれに応じた調査を経て大きな疑い
に拡大発展する可能性を持つという。これは疾病被害に関するものであるが極
めて正当な見解であり，人権侵害としての悪徳商法についても妥当する。た
だ，従業員個人の責任を追及する場合の具体的判断は会社に対すると同様の厳
しさを要求することは妥当とは言えないであろう。また，従業員の注意義務を
加重しつつ過失相殺でバランスを取るということは，一つの公平感覚である
が，現実には難しい点もある（後述八）。
いずれにせよ，昭和58年後半からの従業員の全額責任を認めるにつき疑念は
39 
706 関西大學『継清論集」第39巻第 4•5 合併号 (1989年12月）
ない。
四 「出資の受入れ，預り金及び金利等の取締りに関する法律」違反
出資法1条は，何人も不特定多数の者を対象に「出資金の受入をしてはなら
ない」とし，また， 2条1項は「業として預り金をするにつき他の法律に特別
の規定のある者を除く外，何人も業として預り金をしてはならない」とする。
しかも，後者は 2項で，「何らかの名義をもってするを問わず」として脱法行
為を禁止している。これらの違反については， 3年以下の懲役若しくは 300万
円以下の罰金に処し，またはこれを併科される。豊田商事事件では 1条違反は
問題とされず， 2条1項の「預り金」に該当するか否かが問われた。これにつ
いて論じていない判決も多く，⑫浜松地裁判決のように「論じる必要がない」
とするものもあるが，論じた判決は，出資法2条1項違反とし（①秋田地裁本荘
支部判決・仙台高裁判決，④東京地裁判決，⑪秋田地裁判決），少なくとも「違反して
いない」と断定する事例はない（ただ，報酬返還請求訴訟大阪地裁判決は，「二条に該
当するとは直ちには断定できない」と消極的姿勢を示すが）。
①仙台高裁判決は，不特定多数の者から，名目上売買と賃貸借の形式をとり
つつ，実質は，期間経過時点で，売買代金相当額の金員の返還及び一定割合の
金銭（賃料の名目）の支払を保証して， 代金を受け入れたものであるから，出資
法2条違反とみる。他方，報酬返還訴訟判決は，返還は金銭ではなく金地金で
なすことになっていることから出資法違反と見ることに慎重なのであるが，積
極説の①判決は，純金ファミリー契約書10条において，期間満了時は金銭で返
還することもあるとの記載があり，金銭か金地金かは全く豊田商事が任意に選
択しうるところであって，事実，原則として金銭で支払ってきたという理由
で，「預り金」と見ている（その後いつの時点か不明であるが，豊田商事はこの条項を
削除）。
出資法2条のような取締法規に違反するというだけで，被告元役員や元従業
員の行為が原告との関係において不法行為になるというわけではなく，逆に違
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反しなくても不法行為になりうる。しかし，違法性の判断は総合的になされる
から，・出資法2条1項に違反するとの判断は，違法性を認める方向で機能する
ことは確かである。‘また，規制権限の不行使の違法性を問う国賠訴訟において
は，国の責任の存否につき重要な判断要素となる。
五純金フリミリー契約の法的性質
判決理由において，これを論じている判決は，①秋田地裁判決及び仙台高裁
判決と破産管財人が提起した報酬返還請求訴訟大阪地裁判決（前掲第三H)の二
つしかない。訴訟上，契約の効力自体が争われているわけではないから性質決
定の実益はないからである。①事件では，被告は「金地金」の預かりであって
出資法2条にいう「預り金」ではないというために， 消費寄託と主張し（返還
は受領した金額に対応する金地金ではなく，当初約定した量の金地金だからという），報
酬返還請求訴訟では，被告が金地金を保持する必要がないというために，準消
費寄託であると主張した。①判決は，純金ファミリー契約を消費寄託と解し，
本件は要物性を欠くとして無効とした。そして，これが金地金の購入契約と結
合している点で豊田商法は両者の混合契約であるが，前者の要物性の欠如は混
合契約全体を無効ならしめるとして出資法 2 条 1 項違反を認定•した。他方，報
酬返還請求訴訟では， 「売買契約に基づく金地金の引渡請求権をもって消費寄
託の目的とした準消費貸借」 と解している（全体としては，金地金購入契約と結び
ついた混合契約と解している）。 この点では金地金を保持する必要はないという被
告の主張を認めたのであるが，保持しないだけに，豊田商法が返還の確実性に
問題があることについて顧客に説明しなかったことを非難している。
契約の性質自体を論じるとすれば，右報酬返還請求訴訟判決のいう通りであ
ろう。
六共同不法行為
元従業員についてはもちろん，元役員の責任が認められる根拠も，すべて民
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法709条であり（①秋田地本荘支判のみ，民法709条のほかに，取締役の職務違反行為に
ついて重過失責任を定めた商法266条の3をも援用するが，事案に即してみると迂遠な条
文），被告らは， 関係する被害者原告の被害につき不真正連帯責任を負い，判
決主文上「各自」全額の賠償責任を負わされる。
これら被告間の法律関係について説明しない判決もあるが（⑧大阪地裁判決，
ただしこの訴訟の被告は役員のみ，・④東京地裁判決）， 多くは「共同不法行為」 の成
立を認め，あるいは民法719条を援用する。共同不法行為を成立させる根拠
（関連共同性）については，以前は極めて簡単であった（注14))。
1 取締役の責任
まず，取締役らの責任につき， ⑧大阪地裁判決は， 「共謀のうえ……違法な
事業を企画し，実行した」こと， ⑥名古屋地裁判決は，「違法な商法を案出
し」， 「営業社員らをして実行に移し」たこと， そして， ①秋田地裁本荘支部
判決は，従業員も取締役も全体として違法業務を「企画，実施，推進した」と
いうことをもって民法709条の不法行為責任を認容した（金先物取引につき，「（会
社）全体の営業方針としてなされ，当時の同社役員はこれを容認加担していたものと推認
される」とする例として大阪地判昭59•4•24判例時報1135号133頁，同旨大阪地判昭60•
2• 22判例時報1163号89頁。商法が詐欺的でないと代表取締役の責任は否定される：札幌
地判昭59・5・2絆IJ例時報1137号135頁）。 ここでは， 関連共同性はなんら要件とさ
れていない。各行為が独立に民法709条の不法行為要件を充足するものと考え
られている。同じ豊田商事グループのマリーン会員権商法（注11))に関する横
浜地裁昭和62年判決（判例時報1279号46頁）は， 被告代表取締役につき，「導入し
た責任者であり，原告らに対する勧誘行為を指示した者」として責任を認容し
ている。
2 従業員の責任
同じく従業員でも立場は，各自かなり異なる。それぞれについて論じるの
は，⑦京都地裁判決と⑧金沢判決であるが，とくに後者は詳しいのでこれを紹
介する。同判決は， 従業員全体を通じる責任の前提として，「被告らを含む豊
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田商事金沢支店及び同福井営業所の従業員らは，豊田商事の財産状態について
詳細な認識を有しなかったまでも，右認定のマスコミの批判報道や自らが一般
企業に比し，著しく高額な給与，歩合給の支給を受けることについての認識を
有していたと認められる以上，豊田商事の行っている商法が， 『純金ファミリ
ー契約」上の返還時期に契約どおりの金地金を返還することができる目処がな
く，いずれ破綻を生ずべき詐欺的な商法であることを認識していたか，もしく
はこれを認識していなかったとしても，そのことにつき過失があったものと言
わなければならない」，としたうえで，以下のように各部課の責任を論じる。
(1) 直接の勧誘者の責任 直接勧誘相手方に対して不法行為責任を負う。
(2) 直接勧誘していない者の責任 「個々の勧誘行為との具体的な関連性が
なくとも組織体における各自の営業補助業務がなければ，個々の勧誘行為が成
立しないという関係が認められるから，それらの業務を分担した者も，少なく
とも自己の属した支店又は営業所における各セールス係の勧誘行為を暫助した
と言うことができる」。また，「組織的に右営業活動がなされていることの共同
認識を有していたものと認められ，各自の行為が豊田商事の組織的営業活動と
して関連共同性を有していたものであることも明らかである」。その具体的内
容として，①管理職は「セールス係と指揮命令関係にある管理職は，セールス
係を指揮することで自ら契約の勧誘をした者と同視することができ」， ③管理
課の従業員は「契約の継続， トラプル処理という豊田商事が本件詐欺的営業を
続けていくうえで必要な業務を担当したことにより」， ③総務課の従業員は
「豊田商事が企業として維持・存続するうえで必要な一般事務を担当したこと
により」， ④テレフォン係の従業員は「見込みのある客をセールス係に連絡す
るという……準備行為を行ったことにより」，共同不法行為責任がある。
(3) 金員受領者の責任 金員の受領も詐欺行為の一部であるから，自己の入
社前に勧誘された客についても，その入金が入社後であれば，責任がある。
いずれも正当な判断というべきである。共同行為についての認識といういわ
ゆる主銀的関連共同性と行為の組織体としての一体性，すなわち客観的関連共
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同性の両者が備わっているといえる。
以上の判示は， 各被告の行為（少なくとも業務の執行）があって， 始めて被告
との契約が成立したと見ているのであるから，因果関係がないところに，関連
共同性をもって擬制したという考え方をとっていると見ることは妥当でない
が，個別原告の被害と内動者の行為との因果関係は必ずしも，明確とはいえな
いから，組織的一体性で，因果関係を「補強」していることは確かである。
七慰謝料
生命・身体の侵害を伴わない不法行為につき，慰謝料を請求しうることに争
いはない（石垣が崩壊して建物が大破した事案において，最判昭35・3・10民集1磋き3号
389頁）。豊田商事訴訟において，慰謝料請求が認容された事例は，①秋田地裁本
荘支部判決及び仙台高裁判決（財産損害100万円と慰謝料15万円），⑧大阪地裁判決
（額・曹割合は不明），⑦京都地裁判決（約10彩）， ⑪秋田地裁判決（額・割合は不明），
⑬神戸地裁姫路支部判決（金額の3%), ⑮名古屋地裁判決（金額の10%)である。
棄却した例として，④東京地裁判決，⑥名古屋地裁判決，⑩大阪高裁判決，原
告が慰謝料を請求していない訴訟は， ③大阪地裁判決， ⑧金沢地裁判決であ
り，なお，⑥大阪高裁判決でも請求していないようである。
一般に，財産権侵害の場合の不法行為においては，特別の事情のないかぎ
り，．財産的損害の回復によって精神的損害は償われると解されている18)。豊田商
法は，商法自体も勧誘方法も悪質であり，被害者が深刻な精神的苦痛を抱くこ
とは当然であり，商事側もそれを予見できたといえるから，認容するのが当然
であろう。事実，認容判決が多いが，否定例も少なくない。否定例では，④東
京地裁判決が，「原告は右契約時43歳で老後の備えというにはまだ早く」，「精
神的苦痛も，右金額の賠償によって一応慰謝されるもの」とし，⑥名古屋地裁
18)後藤勇「生命・身体の侵害を伴わない債務不履行と慰謝料」判例クイムズ525号 17頁
以下， 遠山廣庫「物損に対する慰謝料請求」山口和男編「現代民事裁判の課題⑦J
〔平成元年〕新日本法規559頁以下。
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判決も，「慰謝料の請求をできる程に精神的侵害を受けたことを認めるに足り
る証拠はない」としている。認容例は当然のこととして認容し，理由らしい理
由を述べていない。
八過失相殺
⑨東京高裁判決は，昭和59年， 60年頃はマスコミ等によりかなり広く報道さ
れており，国会で取り上げられ訴訟も多く提起されていたから，原告側にも
「平均人の注意能力に照らして軽率且つ不用意な点がなかったとはいえず」と
して2割の過失相殺をし，また，⑬神戸地裁姫路支部判決は，従業員の調査・
資料収集義務を認めるという進んだ見解を示した反面で，一介の従業員である
被告らに全ての責任を負わせるのは公平の原則から妥当でないとして， 3割か
ら4割という大きい過失相殺をした。大岡裁判的発想であるが，公平の視点は
是認できないわけではない。ただ，昭和58年後半以後，時を経るに従って，従
業員の行為は重大・悪質であり，過失相殺になじまない状況が形成されてい
る。従業員の全額責任が酷に思われるのは，それ以前の契約についてである
が，その頃は，被害者のほうにも回避可能性が乏しいから，過失相殺するのは
被害者に酷な結果になる。したがって，結局は悉無律で判断するほかない。
おわりに
豊田商事という一つの会社がもたらした被害をめぐって，これだけ多種多様
な訴訟が提起され，判決が下されるということは，いかに深刻な事態であるか
を示すものである。行政がまったく手をこまねいていた9ということも信じられ
ないほどである。この被害の大きさ・深刻さが「空前」であることはいうまで
もないが，「絶後」であるかどうかは， なにびとも保証の限りではない。それ
は，行政の姿勢にかかっているといえよう。社会問題となってから，初めて曲
がりなりに特別な規制法ができ，あるいは規定が整備され， 9行政もそれに基づ
いて動くことになる。取引被害の領域では，後追い行政の弊が顕著であり，予
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防的規制の機能が極めて乏しい。行政は，企業の経済的自由活動の価値と国民
の安全で快適な生活の価値を適切に衡量すべきである。そして，国民のために
行政が企業に対して働きかけやすくする途は，権限不行使の国賠責任認容例を
積み上げてゆくことである。
上田昭三名誉教授とは，学部も専攻も異なるが，消費者金融の被害者運動を
通じて知己を得， 様々なご教示を受けることになった。 ご健康に留意されつ
っ，かわらぬ・ご指導を乞うものである。ここに，他学部であるにかかわらず，
特に寄稿の機会を与えられたことを光栄とし，関係者に心からの謝意を表する
次第である。
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